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第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要

１－１　調査の目的

　ニジェール共和国政府の要請に基づき、ニジェール川が流れるティラベリ県（約90千㎞２）にお

いて、水資源管理開発基本計画や「砂漠化防止対策国家計画」、「農事法典大綱」等と整合性を取

りつつ、農牧業開発分野における砂漠化防止計画策定に係るマスタープラン調査を実施する。

　今回は実施調査に係る S/Wを協議・署名することを目的として事前調査団（S/W協議）を派遣

したものである。

１－２　調査団の構成

当　担 名　氏 属　　　所

括　　総 郎二雄丸鶴 長部画計　局政農陸北　省産水林農

盤基村農・業農 和充　田和 官門専木土業農　課計設　部政農畿近　省産水林農

及普／培栽 信隆　村西 官導指通流　課菜野　部通流産生　局政農州九　省産水林農

画企査調 三耕　藤伊 課査調発開業農　部査調発開産水林農　団業事力協際国

境環然自 平康　城安 長部副部二第術技部本外海トンタルサンコ画企設建㈱

会社村農 世靖　内廣 ㈱トンメジーネマ・クンリ・ルバーログ
ーャジーネマトクェジロプ

訳　　通 男雅　原松 (財) ータンセ力協際国本日
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１－３　事前調査団調査日程

　２月17日より２月28日までは全団員が同一行動、団長及び３団員は３月２日帰国、農村社会・

環境団員のみは３月13日帰国。
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１－４　調査団の訪問先及び面会者
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第２章　要請の背景と調査地域の現状第２章　要請の背景と調査地域の現状第２章　要請の背景と調査地域の現状第２章　要請の背景と調査地域の現状第２章　要請の背景と調査地域の現状

２－１　要請の背景及び経緯

(1) ニジェール国農牧業は、ニジェール川流域を中心とする限られた耕地を利用して穀物需要

の大半をまかなうとともに、農牧業については輸出もしており、GDPの約39％（1993年）、雇

用全体の約85％（1990～ 1992年）を占める中心産業である。

(2) 調査対象地区であるティラベリ県は、ニジェール川流域の降水量の比較的多い南部に位置

し、潅漑農業のポテンシャルが高く農耕に適しており、首都ニアメへの食料及び薪などの供給

地域となっている。また、人口約166万人（全人口の18％：1995年推計値）が居住しており、

ニジェール国の発展・民政安定上重要な地域である。

(3) しかしながら、穀倉地帯ともいうべき同地域では、人口増加に伴う過剰耕作、過放牧、薪

炭材の過剰採取が進み、こうした人為的要因に度重なる旱魃が加わって急激に砂漠化が進行

し、結果として最近ではニジェール国が度々食料援助に依存する状況が生まれてきている。

(4) このため、ニジェール国政府は、1992年に水資源管理開発基本計画を策定して、水・土地

資源の適正な開発と利用を進めるとともに、1996年には砂漠化防止条約の発効を受け、砂漠

化防止のために必要な実効的な戦略・手段を明らかにするための「国家行動計画」の策定を現

在進めている。

(5) このような状況を背景に、ニジェール国政府は、平成６年４月我が国に対し、農牧業生産

の中心である、ティラベリ県全域を拠点として選び、ここにおいて、土地・水などの資源を有

効に利用しながら持続的な農牧業開発や生活環境の改善などによる、総合的な砂漠化防止計画

策定に係る技術協力を要請してきた。

２－２　関係機関の概要

(1) 行政組織

　ニジェール国では1990年11月に複数政党制導入を決定の後、91年11月に国民議会を開催

し、暫定政府による始めての複数政党制の諸選挙が実施され、93年にようやく民主化のプロ

セスができ上がった。しかしながら依然として深刻な経済難から抜け出すことはできず、1996

年１月にはクーデターにより一時的に軍事暫定政権となった。同年７月には大統領選挙が実施

され、現在は再度民主化の行政組織が整いつつある。中央政府は以下の16省により構成され
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ている。

・国防省

・外務関連省　→　外務協力省

・農業牧畜省

・社会開発人口児童婦人省

・通信・文化・青年・スポーツ省

・法務省

・水利環境省

・設備・運輸省

・内務省

・大蔵計画省

・鉱山・エネルギー・工業省

・公務・労働省

・国民教育省

・工業開発・貿易・工芸・観光省

・保健省

・高等教育・研究省

　本案件調査実施の際のカウンターパート（C/P）は水利環境省（Ministère de l’Hydraulique

et de l'Environnement: MH/E）であり、今回の事前調査においてもMH/Eは協議、S/W締

結のニジェール国側実施機関である。本格調査実施の際には調査分野が広く多岐にわたること

から、S/Wにも明記されているように、MH/Eが他の関係機関との調整を行うこととなる。本

件調査に関係する政府機関として、技術面では農業牧畜省（Ministère de lAgriculture et de

l'Elérage: MA/E）、社会開発人口児童婦人省（Ministère du Déloppement Social de la

population, de la Femme et de la protection de l'Eefant: MDS/FE）等があげられ、政策・

行政面では大蔵計画省（Ministère des Finances et du Plan: MF/P）、外務協力省（Ministère

des Relations Extérieures: MRE）が挙げられる。本案件の実施機関である水利環境省と本

調査の主体である農業・農村を管轄する農業牧畜省の概要を次に示す。

　なお、地方行政については2-3/(2)/2)/①地方行政の項に示す。

(2) 水利環境省

　水利環境省は水利と環境を司るニジェール国の最高機関である。本省は、農業用排水施設に

関する水利分野から動物保護に関する環境までの広範囲に及んでおり、以下の７つの局により
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カバーされている（図2-1）。

・総務財務局（Direction des Affaires Adminstratives et Finacies）

・計画・評価局（Direction de la Planification et de l' Evaluation des Projets）

・水利施設局（Direction des Infrastructures Hydrauliques）

・水資源局（Direction des Ressources en Eaux）

・農業土木局（Direction du Gie Rural）

・環境局（Direction de l'Environnement）

・動物相・漁業・養魚局（Dirc. de la Faune de la Phe et de la Pisciculture）

・計画・評価局では計画の立案と現行／終了プロジェクトの評価を実施しており、これまで

にGTZ等のワークショップに参加しているスタッフもいる。

・水利施設局は都市部、農村部両者のすべての水利施設を管轄する局であり、メンテナンス

も担当する。

・水資源局は表流水及び地下水資源を担当する局であり、水利権登録やインベントリーの管

理も行っている。

・農業土木局は農業用排水施設及び森林、畜産のための水利施設の整備と管理を担当し、

ティラベリ県においては、ニジェール川堆砂防止施設の維持も重要な責務の一つとなって

いる。

・環境局は森林、土地を含む天然資源の管理及び公害・汚染の対策等を管轄しており、現在

EIAの制度やEIA審査機関の発足準備を進めているのも当該局である。97年12月を目標

に環境影響評価に関する法律の整備と環境影響調査・評価局（Bureau d'Evaluation

Environnementale et des Etudes d'Impact: BEEEI）の設置準備が進められている。

・動物相・漁業・養魚局は水産、漁業、養魚に関することはもとより、自然動植物の保護を

も担当し、世界遺産であるＷ国立自然公園も管理する。

　なお、農業土木、水利、環境局は各県の県庁所在地に県支局が設けられている。

　水利環境省が管轄する公社としては、地下水開発公社（Office des Eaux du Sous-sol:

OFEDES）、国営水公社（Société Nationale des Eaux: SNE）等があげられる。
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(3) 農業牧畜省

　農業牧畜省は農業の生産と生産性向上及び農業植生保全の立場からこれらの業務を展開する

ために、以下の６つの局が設けられている（図2-2）。

・総務財務局（Direction des Affaires Adminstratives et Finacières）

・調査計画局（Direction des Etudes et de la Programmation）

・農村組織・環境局（Direction de la Promotion des Organisations rurales

et de Gestion de l'Espace rural）

・畜産局（Direction de l'Elevage et des Industries Animales）

・農業局（Direction de l'Agriculture）

・植生保護局（Direction de Protection des Végétaux）

・調査計画局では将来の計画策定及び他機関と農業プロジェクト（援助事業を含む）を進め

る際の機関との調整などを担当する。

・農村組織・環境局は持続的、効果的農業を実施するための組織づくりと農村活性のための

普及を行う。

・畜産局はニジェール国の重要な産物である羊、牛を中心とした牧畜技術の開発普及、持続

的展開のための飼育法そして適切な食肉加工販売にいたるまでを扱い、家畜伝染病などの

研究分野も管轄する。

・農業局は農業技術の啓蒙・普及、肥料／農薬等による農産物の保全及び農業統計サービス

を管轄する。

・植生保護局は持続的農業開発のための植生保護を管轄するもので、他の局との連携をとり

ながら、開発と植生保全の適切な調和を保持するための管理機関である。

　農業牧畜省は農業生産振興及び啓蒙・普及、統計といった色が濃いものの、本省の関連組

織、水利農地整備公社（Office National des Amenagements Hydro-Agricoles: ONAHA）が

水田などの農用地の整備事業を実施している。この他の関連組織としては品種、土壌、病虫害

及び家畜研究のための国立農業研究所（Institut National de Recherches Agronomiques:

INRAN）などがある。
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